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要 約 

1. 背景 

ザンビア国では、地方電化は地域経済活性化による重要な貧困削減方策と位置付けられ、

1994 年には電力販売費への課税を財源とする地方電化基金(REF: Rural Electrification Fund)を設立

し、これを活用した地方電化プロジェクトの推進により、電化率の向上が試みられてきた。し

かしながら、家屋電化率は未だに 20%程度(地方部では僅か 2～3%)に留まっている。2002 年に

策定された貧困削減戦略書(PRSP: Poverty Reduction Strategy Paper)では、2010 年までに家屋電化

率を 35%(都市部で 50%、地方部で 15%)まで引き上げると言う中期目標を掲げ、ザンビア政府は

地方電化に関する政策及び組織の強化を図っている。その一環として、2003 年 12 月に地方電化

庁(REA: Rural Electrification Authority)の設立及び地方電化基金の活用改善を目的として、地方電

化法(Rural Electrification Act)が制定された。 

地方電化を効率的に推進するため、早急に地方電化マスタープランを作成する必要性が高ま

り、2004 年にザンビア政府は日本政府へと支援を要請した。これを受け、国際協力機構(JICA: 
Japan International Cooperation Agency)は 2005 年 9 月にプロジェクト形成基礎調査団、2006 年 1
月に予備調査団を各々派遣し、調査内容に関してザンビア政府との協議を行い、本調査が実施

されることになった。JICA は東京電力株式会社を本マスタープラン調査団に選定し、2006 年 5
月より調査に着手、2008 年 1 月に地方電化マスタープラン構築を完了した。 

2. 地方電化マスタープラン構築の基本方針及び目的 

ザンビアでの地方電化プロジェクトを推進するにあたり、電化対象，電化順序，電化手法，

電化スケジュール，及び必要となる予算を明確にした系統的な実施計画が必要となった。そこ

で、下記の基本方針に基づき、系統的な電化実施計画を 2030 年までの地方電化マスタープラン

として構築した。 

 
¾ 理論的かつ客観的で、数値に基づく説得力のあるマスタープランを立案する 
¾ 相手国政府の意見，慣例等を尊重する：地方分権化に基づく計画立案 
¾ 現実的な資金計画を提案する 

 

本調査の目的は、ザンビア国において体系的に地方電化を推進するため、2030 年までの包括

的な地方電化事業計画(マスタープラン)を策定するとともに、相手国政府自身によるマスタープラ

ンの更新及び事業計画の実現が可能となるよう、カウンターパートに対して技術移転を行うことで

あった。策定されたマスタープランの主な内容は、以下の通りである。 

1) 2030 年までの長期地方電化計画 

(a) 地方電化対象選定基準(クライテリア)の策定 

(b) 社会経済面及び技術面を総合的に勘案した電化候補地点の選定 

(c) 各電化候補地点への最適電化方法の選定 
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要 約 

¾ 送配電線の延伸 
¾ 再生可能エネルギー(マイクロ/ミニ水力発電等)の利用によるミニグリッドの構築 
¾ ソーラーホームシステム(SHS)による戸別電化 
¾ ディーゼル発電によるミニグリッドの構築 

(d) ケース・スタディ(Pre-F/S 相当調査)の実施：5 地点 

2) 長期地方電化計画実施のための財務計画 

(a) 資金調達方法の検討 

(b) 地方電化計画実施のための所要コストの算出(各フェーズ) 

(c) 地方電化プロジェクトの経済性の検証(EIRR/FIRR の算定) 

3) 地方電化促進のための政策/施策提言 

(a) 地方電化促進のための組織体制 

(b) 地方電化基金の管理・運営方法 

(c) 民間セクター(IPP、ESCO 等)参入促進のためのインセンティブ考案 

(d) 支払い可能な初期接続費用と持続可能な月額電気料金の検討 

(e) 電化による環境・社会面への影響緩和策 

4) 包括的地方電化実施プログラムの作成 

(a) 長期地方電化計画実施のためのプログラム作成 

(b) 個別計画の実施優先順位付け 

(c) 国際援助機関(国際協力銀行、世界銀行、アフリカ開発銀行等)との合意形成が

可能な地方電化実施計画の策定 

3. 地方電化マスタープラン構築手順 

地方電化マスタープランの構築フローチャートを図 1に示す。 
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図 1 地方電化マスタープラン構築フローチャート 

マスタープランでは、周辺村落も含めた住民の換金箇所、生活必需品購入場所、および公共

サービス享受箇所として機能する地方部の経済活動中心地であり、住民が集住するルーラル・

グロース・センター(RGC: Rural Growth Center)を電化対象とした(RGC の概念については図 2 参

照)。「技術的側面分析」過程では、「地方分権化に基づく計画立案」により 1,217RGC を電化

対象として抽出した。次に、「需要クライテリア(各未電化 RGC の潜在日最大需要)」及び「供

給クライテリア(“単位ライフタイム・コスト現在価値)」を適用し、1,217 未電化 RGC を 180 プ

ロジェクト・パッケージにグループ化(プロジェクトパッケージの概念については図 3 参照)する

と共に、各 RGC への最適電化モード(送配電線延伸，太陽光，ミニ水力，ディーゼル発電のいず

れか)を確定した。更に、各プロジェクト・パッケージの見積もり費用を用いて財務指標(FIRR
及び EIRR)を算出し、FIRR の大きさに応じて 180 プロジェクト・パッケージの最終電化優先順

位を決定した。最後に、この電化優先順位に基づき、均等年間プロジェクト費用(US$5,000 万)
となるよう、1 年を単位とする 2030 年までの 22 実施フェーズに 180 プロジェクト・パッケージ

を配分した。 
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図 2 ルーラル・グロース・センター概念図 
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図 3 プロジェクト・パッケージの概念 

 

「社会的側面分析」の一環としては、村落社会経済調査を行った。村落社会経済調査では、

未電化 71RGC 及び既電化 19RGC の総計 90RGC にて、1,300 軒以上から聞き取り調査による

データを収集した。この収集したデータから、接続料金・月額電力料金に対する支払い可能

額・支払い意志額，及び電化における重視項目などを分析し、結果を基に関係者と協議を行い

政策提言を立案した。 

これら「技術的側面分析」及び「社会的側面分析」の結果を統合し、包括的な地方電化プロ

グラムとして本報告書を纏めた。 
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4. 地方電化マスタープラン構築成果 

本調査にて明らかとなった主要な事項及び成果は、以下のとおりである。 
1) 1,217 未電化 RGC は 180 のプロジェクト・パッケージにグループ化された。これらプロジェ

クト・パッケージの最終電化優先順位，及び各 RGC の最適電化モードを表 1，表 2 に示す。

また、電化対象 1,217RGC の位置を、州毎に図 4 に示す。 

2) FIRR で判断すると、融資に対して魅力的なプロジェクト・パッケージは限られるが、EIRR か

ら判断すれば、実施が妥当と考えられるプロジェクト・パッケージはかなりの数となる。 

3) 180 プロジェクト・パッケージ(1,217RGC の電化)を全て実現するには、US$11 億(1,320 億円)
以上が必要となる。これは、2008 年から 2030 年までの 22 年間、毎年 US$5,000 万(60 億円)の
投資を意味する。180 プロジェクト・パッケージを電化優先順位に応じて、均等年間プロジェ

クト費用(US$5,000 万)で 1 年を単位とする 22 実施フェーズに分割した結果を、表 3 に示す。 

4) DOE，REA 及び ZESCO が 2030 年までに都市部電化率 90%，マスタープランで対象としてい

る 1,217RGC での電化率 100%，マスタープランの対象外である地方部での電化率 20%を実現

できれば、2030 年時点での地方電化率は 50.6%，全国電化率は 66%にまで向上させることが

できる(表 4 参照)。都市部，地方部，及び全国家屋電化率の 2030 年までの変遷を図 5，2030
年までの累計電化 RGC 数及び地方電化率の変遷を図 6 に示す。この目標値を達成するために

は、ザンビア政府による地方電化プロジェクトへの適切な予算配分が不可欠である。 

5) 地方電化基金(REF: Rural Electrification Fund)の年度総額は、マスタープラン実現に必要とされ

る年度予算に遙か及ばない。国際援助機関からの低金利融資を活用する必要がある。 

6) ザンビア全土で、241RGC が太陽光発電マーケットとして抽出することができた。 

7) ザンビア国内には数多くのミニ水力発電ポテンシャル地点が存在するが、現在のところ北西部州の

Mujila Falls Lower 地点，Upper Zambezi 地点，及び West Lunga 地点の 3 箇所のみが、経済性の観

点から実現可能である。3 箇所の水力候補地点及び供給先 RGC は、図 4 の北西部州地図に示す。

水力設備の概略仕様，建設費用，及び供給先 RGC の潜在需要は、表 5 のとおりである。 

8) 未電化一般家屋及び商業店舗は、電力代替エネルギーに対して毎月かなりの支出をしている(それぞ

れ K59,141 及び K75,315)。想定される月額電気料金支払い可能額は、一般家屋で K35,485(約
US$9：1,000 円)，商業店舗で K60,252(約 US$15：1,800 円)である。 

9) ZESCO により徴収されている地方部での接続費用(単相で K2,873,000，3 相で K4,887,000)は、月平

均収入から想定される一般家屋及び商業店舗の支払い可能額(それぞれ K910,757 及び K2,508,483)
と比較して、かなり高価である。 

10) 未電化住居者は、「電気が利用可能となるまでの年数」，「接続料金」，「月額電気料金」と比較して、

「一日に利用可能な時間数」を最も重視している。無論、常時(1 日に 24 時間)電力が利用可能である

状況が最も好ましいが、例え 1 日に 5 時間でも(太陽光発電により)電力を利用したいと未電化居住者

は考えている。 
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5. 政策・施策提言 

5.1 マスタープランの実践的活用 

プロジェクト・パッケージの最終電化優先順位は財務指標(FIRR)により決定したが、この電化

優先順位はザンビア政府の意向や金融機関による融資条件を考慮の上、実践的に修正/変更・更

新しながら活用すべきである。例えば、ザンビア政府は地域や州間でバランスを考慮しながら、

地方電化を推進しようとするかも知れない。また、金融機関は融資条件の一環として、独自の

基準を適用してプロジェクト選定を行う可能性がある。よって、DOE 及び REA の職員には、当

初のマスタープランに新たな基準を柔軟に適用させて運用する技術・技能が求められる。この

様なマスタープランを独自に修正/変更する技術・技能については、JICA 技術協力プロジェクト

(2008 年開始予定)にて移転することが計画されている。 

マスタープランでは、プロジェクト・パッケージの財務指標算出において、太陽光発電部分

は除外しているため、国際援助機関も太陽光発電部分を除いたプロジェクト・パッケージ部分

に対してのみ、電化優先順位の高いものから財政支援しようとする可能性がある。しかしなが

ら、その様な場合にも、地方電化基金を活用して一般家屋及び商業店舗の太陽光発電設備購

入・設置費用に対して一部補助金を支給し、マスタープランでの太陽光発電部分も従来の優先

順位を維持し続けることを推奨する。ただし、太陽光電化対象 RGC 内にある学校や病院・クリ

ニックと言った公共施設については、監督官庁(教育省や厚生省)が太陽光発電設備の購入・設置

費用を負担するものと想定する。 

5.2 地方電化基金の活用 

現状の地方電化基金だけでは、マスタープランを実現するには不十分であり、基金そのもの

を増額させる手法及び効率的かつ効果的に活用することを検討しなければならない。そのため

に先ず、ザンビア政府は厚生・道路セクターなどに対して実施しているのと同様に、地方電化

基金についても毎年政府予算を割り当てる必要がある。次に、ザンビア国内年間総電力量の約

50%を消費している鉱山セクター、及び輸出用電力に対して、地方電化税を課税すべきである。

現状では、鉱山/工業セクターや輸出用電力にどの程度の課税するのが適切であるかと言った具

体的な数字は不明であるが、ザンビア政府は国内一般消費者への地方電化課税率を電気料金の

3%に据え置いたまま、鉱山/工業セクター及び輸出用電力に 5%を課税することを検討している

模様である。また、地方電化基金を、国際援助機関にとって魅力的な資金提供ないし融資先と

する必要性がある。よって、電化プロジェクトの選定及び基金の活用に関して、一層の透明性，

説明責任，及び効率性が求められる。更に、電気料金の一部として徴収された地方電化税が、

財務省経由では無く、直接地方電化基金として REA の資金となるシステムの構築が求められる。

これは、地方電化税と言う特別目的予算として徴収された税金が、政府により他目的(例えば一

般会計予算)として転用される可能性を無くすためである。最後に、地方電化基金を活用して開

発された電化設備(太陽光発電設備を除く，ミニ水力など)は、REA ないし ZESCO の資産とし、

維持運営管理を私企業ないしは地方組織に委任するため、必要に応じて貸し出すことを推奨す

る。 
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5.3 電化率の向上 

接続料金が高価であることが、配電線が延伸済みの地方部においても電化率が向上しない原

因の一つとなっている。電気料金自体に設備投資資金を折り込み済みであることから、初期接

続費用の低減を検討すべきである。加えて、接続料金を 3～5 年間に分割して徴収することを推

奨する。 

また、低コスト電化手法に関する技術基準を整備すれば、地方部での電化率向上に寄与する

であろう。加えて、地方電化事業実施のために輸入される機材に対して輸入税を免除すれば、

プロジェクト費用及び接続費用の低減に繋がる。 

更に、価格競争市場を作り出すため、電力設備建設，維持運営管理と言った地方電化事業を

新規ビジネスとして行う企業の創設、及びキャパシティーデヴェロップメント支援を行うこと

を推奨する。 

5.4 地方部での持続可能な電化事業支援 

DOE・REA による、モバイル・トレーニング(出張ベースでの講習会)での太陽光発電やミニ

水力発電に関する簡易な維持管理運営に関する地方組織のキャパシティーデヴェロップメント

は、地方部での電化事業の持続可能性向上に寄与するものと考えられる。モバイル・トレーニ

ング・プログラムの開発については、、JICA 技術協力プロジェクト(2008 年開始予定)による支

援が可能と考えられる。 
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表 1 プロジェクト・パッケージ最終電化優先順位 (1/2) 
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表 1 プロジェクト・パッケージ最終電化優先順位 (2/2) 
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表 2 州別プロジェクト・パッケージ電化優先順位 (1/12) 

中央州/Central Province 
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表 2 州別プロジェクト・パッケージ電化優先順位 (2/12) 

コッパーベルト州/Copperbelt Province 
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表 2 州別プロジェクト・パッケージ電化優先順位 (3/12) 

東部州/Eastern Province 
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表 2 州別プロジェクト・パッケージ電化優先順位 (4/12) 

ルアプラ州/Luapula Province 
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表 2 州別プロジェクト・パッケージ電化優先順位 (5/12) 

ルサカ州/Lusaka Province 

14 



要 約 

表 2 州別プロジェクト・パッケージ電化優先順位 (6/12) 

15 

北部州/Northern Province (1/2) 
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表 2 州別プロジェクト・パッケージ電化優先順位 (7/12) 

16 

北部州/Northern Province (2/2) 
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表 2 州別プロジェクト・パッケージ電化優先順位 (8/12) 

17 

北西部州/Northwestern Province 
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表 2 州別プロジェクト・パッケージ電化優先順位 (9/12) 

南部州/Southern Province (1/2) 
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表 2 州別プロジェクト・パッケージ電化優先順位 (10/12) 

南部州/Southern Province (2/2) 
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表 2 州別プロジェクト・パッケージ電化優先順位 (11/12) 

西部州/Western Province (1/2) 
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表 2 州別プロジェクト・パッケージ電化優先順位 (12/12) 

西部州/Western Province (2/2) 
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表 3 プロジェクト実施フェーズ 2009 年-2030 年 (1/2) 
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表 3 ロジェクト実施フェーズ 2009 年-2030 年 (2/2) 
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表 4 2030 年目標電化率 

# of HH HH Ratio # of Elec. HH Elec. Rate # of HH # of Elec. HH Elec. Rate
896,234      (39.0%) 426,608      47.6% 1,779,880   1,601,892    90.0%

1,403,408  (61.0%) 43,506      3.1% 2,787,102 1,411,604    50.6%
a) 1,216RGCs 535,717     (23.4%) 0 - 1,067,729 1,067,729   100.0%
b) Others 867,691      (37.6%) 43,506        3.1% 1,719,373   343,875      20.0%

2,299,642  (100.0%) 470,113      20.4% 4,566,982 3,013,496    66.0%
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図 5 2030 年までの家屋電化率の変遷 
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図 6 2030 年での累積電化 RGC 数及び地方電化率の変遷 
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要 約 

表 5  Brief Specifications of Mini-Hydro Power Plants (1/2) 

1. Mujila Falls Lower 

 

 

 

 

[Design Result] [Electrified Area]
Province Northwestern Kanyama RGC 598 kW
District Mwinilunga Kakoma RGC 350 kW
Name of the Site Mujila Falls Lower Mujila Village 234 kW
Name of the River Mujila River Kapundu Village 233 kW

Total 1,415 kW
Latitude S11:30:52
Longitude E24:46:24 [Project Cost Estimation]
Catchment Area 1,146 km2 I. Construction Cost 6,393,200 US$
80% available discharge 9.21 m3/s  i) Temporary Works 404,070 US$
Design Discharge 10.0 m3/s  ii) Civil Engineering 1,070,230 US$
Gross Head 18.0 m iii) Turbine, Gen and Main Transform 1,158,000 US$
Effective Head 17.1 m  iv) Distribution Line & Transformer 3,760,900 US$
Generation Capacity 1,400 kW II. Engineering Service Cost 511,456 US$
Volume of Powerhouse 596 m3 III. Overhead Cost 1,598,300 US$
Volume of Weir 450 m3 IV. Profit Margine 1,278,640 US$
Length of Channel 210 m Grand Total 9,781,596 US$
Length of Penstock 23 m
Length of Tailrace 20 m
Length of Spillway 36 m
Length of Distribution Line 98 km

 

2. UpperZambezi 

[Design Result] [Electrified Area]
Province Northwestern Ikelenge RGC 1995 kW
District Mwinilunga Nyakaseya RGC 483 kW
Name of the Site Upper Zambezi
Name of the River Zambezi River [Project Cost Estimation]
Latitude S11:06:18 I. Construction Cost 1,496,720 US$
Longitude E24:13:41  i) Temporary Works 224,360 US$
Catchment Area 698 km2  ii) Civil Engineering 677,860 US$
80% available discharge 6.44 m3/s iii) Turbine, Gen and Main Transform 364,000 US$
Design Discharge 6.0 m3/s  iv) Distribution Line & Transformer 230,500 US$
Gross Head 9.0 m II. Engineering Service Cost 119,738 US$
Effective Head 8.0 m III. Overhead Cost 374,180 US$
Generation Capacity 380 kW IV. Profit Margine 299,344 US$
Volume of Powerhouse 362 m3 Grand Total 2,289,982 US$
Volume of Weir 216 m3

Length of Channel 142 m
Length of Penstock 47 m
Length of Tailrace 30 m
Length of Spillway 60 m
Length of Distribution Line 4.5 km
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要 約 

表 5  Brief Specifications of Mini-Hydro Power Plants (2/2) 

3. West Lunga 

 

 

 

 

[Design Result] [Electrified Area]
Province Northwestern Mwinilunga BOMA 2,093 kW
District Mwinilunga
Name of the Site West Lunga [Project Cost Estimation]
Name of the River West Lunga I. Construction Cost 5,746,043 US$
Latitude S11:47:37  i) Temporary Works 178,524 US$
Longitude E24:26:56  ii) Civil Engineering 2,385,271 US$
Catchment Area 5,460 km2 iii) Turbine, Gen and Main Transform 3,023,918 US$
95% available discharge 35 m3/s  iv) Distribution Line & Transformer 158,330 US$
Design Discharge 20.0 m3/s II. Engineering Service Cost 498,890 US$
Gross Head - III. Others 1,227,703 US$
Effective Head 14.5 m Grand Total 7,472,636 US$
Generation Capacity 2,500 kW
Volume of Powerhouse 1130 m3

Volume of Weir - m3

Length of Channel 1500 m
Length of Penstock - m
Length of Tailrace - m
Length of Spillway - m
Length of Distribution Line 6.5 km
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